
 

担当者が実務で迷わない 
海外勤務者・非居住者に必要な税務知識 
海外に出張・出向した従業員の税務処理等を分かりやすく解説します。 

 

             ※受講される方へのお願い：当日、電卓をお持ちください。 

人事・総務・海外事業管理部門に配属され、海外勤務者・非居住者に対する税務知識について学びたい方 

３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

４１，０４０円（本体価格 ３８，０００円） 

松田会計事務所  所長  税理士     松田 修 氏  

 

●日 時●２０１９年５月２１日（火） １０：００～１７：００ 
 

●会 場●企業研究会セミナールーム（東京・麹町）東京メトロ麹町駅より徒歩 5分 

海外勤務者・非居住者に必要な税務知識
 

191109－0606 

（税込み、テキスト／昼食代 含む） 

●ご参加頂きたい方● 

〔松田修氏ご略歴〕昭和 61 年税理士試験合格。税理士。松田会計事務所 所長。学校法人村田簿記

学校講師（法人税法、簿記論担当）を経て、辻会計事務所（現 辻・本郷税理士法人）入所。数多くの企

業の会計・税務業務や経営相談などを経験。平成 5年に独立し、「税理士 松田会計事務所」を設立。

簿記・税務の専門スクール「麻布ブレインズ・スクール」代表を務めるほか各種実務セミナー講師としても

活躍中で、豊富な経験に基づいた分かりやすい解説が受講者から絶大な支持を受けている。主な著書

として「Ｑ＆Ａで基礎からわかる固定資産をめぐる会計・税務」「Ｑ＆Ａ国際税務と海外勤務者・非居住者

の税金」「Ｑ＆Ａ経理担当者のための税務知識のポイント」など多数。＜受講者特典：当日、テキストとし

て講師著『Ｑ＆Ａ国際税務と海外勤務者・非居住者の税金』（清文社）を配付します。＞ 

●開催要領● 

講師紹介 

TEL:03-5215-3511（代） 



 

● プログラム ● 

 

５月２１日 

（火） 
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午後 途中 

休憩タイム 

あ り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７：００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１ 居住者、非居住者の区分と課税関係 
（１） 居住者、非居住者、永住者、非永住者の違いと課税範囲を理解する 
（２） 海外出向者はいつから「非居住者」になるか？ 
（３） 海外出張から海外出向に変更の場合の取扱い 
（４） 海外出向者が帰国した場合には、いつから「居住者」になるか？ 
（５） 住民税の取扱いを理解する  （６） 「納税管理人」について理解する 
（７） 「復興特別所得税」と「租税条約」との関係  
２ 海外出張に対する税務 
（１） 従業員が長期海外出張した場合の税務処理 
（２） 日本法人役員が長期海外出張した場合の税務処理 
（３） 海外出張者の海外子会社から受取る給与の課税関係 
（４） 「外国税額控除」の取扱い    
（５） 租税条約「１８３日条項（短期滞在者免税）」の内容とその取扱い 
（６） グロスアップ計算を理解する  
３ 海外勤務者（一般従業員）に対する税務 
（１） 海外赴任手当、支度金などの取扱い 
（２） 海外出国後に支給される給与・賞与に対する税務 
（３） 海外出国時に行う「年末調整」の注意点 
（４） 海外出国後に支払われる生命保険料や社会保険料の取扱い 
（５） 海外出向者に対する「留守宅手当」「給与格差負担金」の取扱い 
（６） 海外出向者からの「借上げ住宅」の取扱い 
（７） 海外出向者に対する「住宅取得のための無利息貸付金」の取扱い 
（８） 海外出向者に対する「永年勤続表彰金」の取扱い 
（９） 海外出向者等に対する「原稿料など」の取扱い 
（１０） 「海外関連者等に対する寄付金課税」に注意が必要  
４ 海外勤務者（役員）に対する税務 
（１） 海外出向中に支払われる役員報酬と留守宅手当の取扱い 
（２） 日本法人役員が海外の支店長として赴任する場合の取扱い 
（３） 海外出向者役員の退職金の取扱い 
（４） 非居住者を社外取締役とした場合の役員報酬、退職金の課税関係  
５ 海外から帰国後の税務 
（１） 海外から帰国した社員に対する「帰国手当」の取扱い 
（２） 海外から帰国した月に支給される給与に対する税務 
（３） 海外から帰国した後に支給される賞与に対する税務 
（４） 海外から帰国した年に行う「年末調整」の注意点  
６ 海外出向者と「住宅借入金等特別控除」の取扱い 
（１） 海外出国時の年末調整と住宅借入金等特別控除  
（２） 居住を開始した年に海外出向する場合の取扱い 
（３） 帰国後に「住宅借入金等特別控除」の再適用を受けるための手続き 
（４） 単身赴任の場合の「住宅借入金等特別控除」の取扱い  
７ 非居住者及び外国法人に対する税務 
（１） 非居住者が日本から年金をもらう場合 
（２） 非居住者が日本から受け取る「配当金、利息」の課税関係 
（３） 研修生に対する「研修手当」の取扱い 
（４） 留学生の「アルバイト代」の取扱い 
（５） 外国人社員の休暇帰国のための旅費（ホーム・リーブ費用）の取扱い    
（６） 海外で採用した社員に対する「支度金」の取扱い 
（７） インド IT 会社へ支払う「委託料」の取扱い 
（８） 海外の弁護士に支払う報酬の取扱い  など 

＜ＤＭの停止・登録情報変更について＞  
①弊会ホームページ右下「変更フォーム」、または、②専用ダイヤル【03-5215-3512】にてご連絡ください。 


